様式9作成例

施 設 予 定 地 及 び 建 物 の 状 況

（１）施設予定地（予定地の全ての地番を記載してください。）
	　地　　番
	地目
	地積
（公簿）
	現在の所有者
	法人所有
寄付、買取借地の別
	売買(予定)の場合の購入(予定)額

	松戸市□□××の1
	宅地
	2,000㎡
	○○　○○
	法人所有
	　　　　円　　　　　　

	松戸市□□××の2
	宅地
	1,000㎡
	○○　○○
	法人所有
	

	
	
	
	
	
	

	合　計
	3,000㎡
	
	
	　　　　　　　円



（２）用途地域等（該当する□に✓を記入してください。）
　　☑　市街化区域　　　　　　・用途地域　　第１種低層住居専用　地域
　　□　市街化調整区域
・建ぺい率　　　　　　50　　　％  建ぺい率＝建築面積÷敷地面積×100 
　　・容積率　　　　　　　100 　　％　容積率＝延床面積÷敷地面積×100 
　　・建物高さ制限　　　　10　　　ｍ　建築基準法第55条、第56条等を参照

（３）規制状況等（該当する□に✓を記入してください。）
　　・埋蔵文化財包蔵地域
☑無	□有
・生産緑地地区
☑無	□有
・その他の規制
☑無	□有（　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　・青道（法定外公共物の水路）の有無
☑無	□有
・赤道（法定外公共物の里道）の有無
☑無	□有
・既存建物の有無
☑無	□有（種類：　　　　　　　）
・取付道路の有無
□無	☑有（幅員：　　6　　　ｍ）
・境界確定（済）の有無
□無	☑有（　全部　・　一部　）
・上水道の有無　敷地内に
☑無（対応：建築計画に合わせて新規敷設　　　　 　 　　　　　　　）
□有
・排水処理（雨水処理方法）放流先
□無（対応：　　　　 　 　　　　　　　）
☑有（放流先　　側溝　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　（汚水処理方法）
□無（対応：　　　　 　 　　　　　　　）
☑有（公共下水道）　
□有（浄化槽処理（単独処理）
□有（浄化槽処理（合併処理）
　　災害レッドゾーン（都市計画法第33 条第1項第8号において規定される開発行為を行うのに適当でない区域内の土地）
・災害危険区域（建築基準法第39条第1項）
☑無	□有
・地すべり防止区域（地すべり等防止法第3条第1項）
☑無	□有
・土砂災害特別警戒区域（土砂災害晉戒区域等における土砂災害防災対策の推進に関する法律第9条第1項）
☑無	□有
・浸水被害防止区域（特定都市河川浸水被害対策法第56条第1項）
☑無	□有
・急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第3条第1項）
☑無	□有
　　災害イエローゾーン（原則開発行為は禁止されているが、都市計画法第34条第11号に規定されている地域のうち、県の条例で指定する土地の区域）
・土砂災害警戒区域（土砂災害警戒区域等における土砂災害防災対策の推進に関する法律第7条第1項）
☑無	□有
・浸水想定区域（水防法第15条第1項）
☑無	□有
・溢水、湛水、津波、高潮等による災害の発生のおそれのある土地の区域（都市計画法施行令第8条第1項第2号ロ）
☑無	□有
・松戸市水害ハザードマップ
洪水	☑無	□有
津波　	☑無	□有
高潮　	☑無	□有
内水　	☑無	□有（　　ミリ）
　　
＊その他、埋蔵文化財の有無や農地法・都市計画法等の土地利用に係る規制の有無について、担当部局との事前協議報告書（様式１２）で詳細を必ず記入し、提出してください。
　　
（４）事業予定地の確保方法（該当する□に✓を記入してください。）
　　☑　自己所有（既に法人が所有）
　　　　　　現在の状況　　　　　宅地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　□　自己所有（購入予定）　　購入予定価格　　　　　　　　　　円
　　　　　　契約の相手方　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
現在の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　□　自己所有（贈与予定）　
贈与予定者　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
現在の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　□　無償借受（当初借受期間　　　　年）　
契約の相手方　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
現在の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　□　有償借受（当初借受期間　　　　年）　予定賃借料　　　　　　円（月額・年額）
　　　　　　契約の相手方　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
現在の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※借地の場合は、契約の相手方からの事業実施継続協力誓約書（様式１０）を提出すること。
　　※建設予定地に抵当権が設定されている場合は、建設予定地の抵当権設定状況一覧表（様式１２）を提出すること。

（５）施設までの交通条件（該当する□に✓を記入してください。）
　　☑　鉄道　　　JR松戸　　駅　　より　約　○○　ｍ　徒歩　○○　分
　　□　バス　　　　　　バス停　より　約　　　　ｍ　徒歩　　　　分
　　　＊徒歩１分＝80ｍで換算して記入してください。

（６）同種施設の状況
	　事業所名
	半径１ｋｍ圏　内
（該当する場合○印）
	半径２ｋｍ圏　内
（該当する場合○印）
	直線距離
	事業計画地からの
所要時間（徒歩）
（1分＝80ｍで換算）

	グループホーム○○
	○
	
	500　ｍ
	約6分

	○○グループホーム
	○
	
	800　ｍ
	約10分

	グループホーム△□
	
	○
	1,500 ｍ
	約19分

	
	
	
	　　　ｍ
	



（７）建物（施設）の状況 　※既存の建物を使用する場合を含む
　　☑法人が建設する。
　　□建物を賃貸借する。
　　※賃貸借する場合は、契約の相手方からの事業実施継続協力誓約書（様式１０）を提出すること。

　　・構造　　　　鉄骨　　造　　　地上　　２　　階建　　　地下　　　　　階建
　　・規模　　建築面積　　３００　　㎡　　　延床面積　　６００　㎡
　　・建物の検査済証の番号及び年月日
　　　　昭和○○　年　○　月　○　日　　　　第　○○○○　号
　　　☑検査済証を取得した際の建物と現況の建物に相違がないことを確認した。
　　　　※確認ができない場合及び検査済証がない場合については、市と協議を要します。（また、
別途追加で資料を求める場合があります。）

（８）事業予定期間
　　・工事予定期間
　　　　着工予定　　　令和　○　年　○　月
　　　　竣工予定　　　令和　○　年　○　月
　　・施設開所予定日　令和　○　年　○　月　○　日（令和○年３月１日までとします）
